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平成 1 ８年 4 月 1 日現在 
   市職員の給与と人事管理の状況をお知らせします。

※標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。
※八代市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
※一般行政職とは、税務職、福祉職、技能労務職、幼稚園教諭、企業職、医師、看護師などの職種以外の職です。

（６）職員給与費の状況（普通会計決算：平成１７年度）

（７）一般行政職の級別職員数の状況

※職員手当には退職手当を含みません｡

(1) 職員研修の実施状況（平成17年度の主なもの）
　　研　修　科　目　　　　　　　　　　研　修　内　容　　　　　　　　　対　象　　　  参加人数
　　　新規採用職員研修　　  地方公務員制度、人権教育、宿泊研修等　　新規採用職員　　　２１
　　　中級１部研修　　　　  公務員倫理、問題解決能力向上　　　　　　採用後３年目　　　１６
　　　中級２部研修　　　　  ディベート研修、自治法等　　　　　　　　採用後６年目　　　１６
　　　主任研修　　　　　　  役割認識啓発研修、自治法等　　　　　　　主任昇任者　　　　３８
　　　政策形成研修　　　　  政策形成、プレゼンテーション技法等　　　係長試験合格者　　３９
　　　コーチングスキル　　  相互コミュニケーションと部下指導　　　　管理監督職　　　　２６
　　　地方自治法・地方公務員法等　   地公法、自治法の基本・応用、財政　　　　全職員　　　　　　６９
　　　人権研修　　　　　　  現地研修会、教育研究集会等　　　　　　　全職員　　　　　１２６
　　　人事考課研修　　　　  考課者訓練　　　　　　　　　　　　　　　管理監督職　　　１７９
　　　救急救命研修　　　　  普通救急救命研修、AED救命研修　　　　　全職員　　　　　　５８
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(2) 勤務評定の状況（平成１７年度）
　　　　　　　部長・次長級　　　　　課長級　　　課長補佐・係長級　　  一般職員
評定項目　成績、執務態度、能力　　　同　左　　　　　同　左　　　　　　同　左
評定時期　　　　１月　　　　　　　　同　左　　　　　同　左　　　　　　同　左
活用分野　昇任、異動、研修　　　　　同　左　　　　　同　左　　　　　　同　左
※１月１日を基準日とし、全職員を対象に勤務評定（本市においては人事考課と言います）を実施しています。

※各職員階層に求められる能力・知識の修得や、より専門的な知識・技術の修得等の研修を実施し能力向上に努めています。

３　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

　　　　　　　　　　　給　与　費　：　普　通　会　計　　　　　　　　 １人当たり
　　　　　　給　　料　　   職員手当等　期末・勤勉手当　　　計 (B)　　　給与費 (B)/(A)
１, １４２人　４, ２１３, ７６０千円　５５３, ７５３千円　１, ７２１, ２３９千円　６, ４８８, ７５２千円　　５, ６８２千円

普通会計
職員数 (A)

  　　　　　１級　　　２級　　　３級　　　４級　　　５級　　　６級　　　７級　　　計
標準的な　  主事　　　主事　　    係長　　 課長補佐　  課長　　  部次長　　  部長
職務内容　  技師　　　技師　　 主任など　副主幹など　課長補佐など　  課長など　   部次長など
職員数（人）　   ８０　 　１３９　　３２６　　１７１　　１５２　　   ５２　　　２８　　９４８
構成比（％）　  ８．４　　１４．７  　３４．４　  １８．０　  １６．０　　 ５．５　　  ３．０　 １００

　　　　経験年数１０年以上　経験年数１５年以上　経験年数２０年以上
　　　　　　～１５年未満　　　　～２０年未満　　　　～２５年未満
大学卒　 ２８３, ３００円　　３４０, ５００円　　３９１, ３００円
高校卒　 ２４０, ６００円　    ２９３, ９００円　   ３４３, ２００円

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（一般行政職）

区　分
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　　　八代市職員の給与は、これまで国家公務員に準じ、市議会の議決を経て決めています。また、人事

　　管理については、適正な人員管理を行うとともに採用試験や、職員研修を実施しています。

１　職員の任免及び職員数に関する状況  　　　　　  ２　職員の給与の状況
（１)職員数に関する状況　　　　　　　　　　　　　（１）職員の平均給与月額及び平均年齢の状況（一般行政職）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ※平均給与には扶養手当、通勤手当などを含み、期末・勤勉手当は含みません。

※「退職」は平成 17年 4月 1日から平成 18年 3月 31日ま　　  （２）職員の初任給の状況（一般行政職）　
での、「採用」は平成 17年 4月 2日から平成 18年 4月 1日
までの間の数を計上しています。また、Aは合併前市町村の職
員数を合計したものです。

（２)職員採用の状況（免許資格職は保育士・幼稚園教諭）　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３)職員手当の状況

（３）部門別職員数の状況（各年度4月 1日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４）退職手当の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※平成 17年度は合併前市町村の職員数を合計したものです。　　※退職手当の平均支給額は、17年度に退職した職員に支給された平均額です。

平成 1 ８年 4 月 1 日現在 
   市職員の給与と人事管理の状況をお知らせします。

平成１７年４月１日　１７年度中の異動  　平成１８年４月１日
　 現在の職員数　　退職　   採用 　　 現在の職員数
 　　  A　　  　   B　　　C　  　   A － B＋ C
　１, ３２７　   ４２　  １９　　   １, ３０４

　　　区　　　分　　　　試験の程度　平成１７年度
　　　　　　　　　　　　大卒程度　　　４
　　　　　　　　　　　　高卒程度　　　１
　　　　　　　技術職　　大卒程度　　　３
　　　　　　免許資格職　短大卒程度　　３
選　考（指導主事・医師）　　　　　　　  ８
　　  合　　　　計　　　　　　　　　   １９

競争試験
事務職

　　　　　　　　　　　職　員　数
　　　　　　　　　平成１８年度　平成１７年度
　　　　　議　会　　　１０　　　１８　　△８
　　　　　総　務　　２７６　　２８４　　△８
　　　　　税　務　　　８５　　　８８　　△３
　　　　　民　生　　２１３　　２０７　　　６
一般行政　衛　生　　　７４　　　８５　△１１
　　　　　労　働　　　　４　　　　４　　　０
　　　　　農林水産　　１１７　　１２０　　△３
　　　　　商　工　　　３２　　　３２　　　０
　　　　　土　木　　１２５　　１２４　　　１
　　　　　小　計　　９３６　　９６２　△２６
特別行政　教　育　　２０６　　２０９　　△３
　　　　　水　道　　　１８　　　１８　　　０
公営企業等　下水道　　　４５　　　３９　　　６
　　　　　その他　　　９９　　　９９　　　０
　　　　　小　計　　３６８　　３６５　　　３
　　合　　計　　　１,３０４  １, ３２７  △２３

部　門 増減

平均給料月額　平均給与月額　平均年齢
３２６, ２００円　３６２, １００円　４１．３歳

  区分　　　  八代市　　　　  　　国
大　卒　１７０, ２００円　１７０, ２００円
短大卒　１５１, ０００円　１５１, ０００円
高　卒　１３８, ４００円　１３８, ４００円

　　　　　　　　　八代市　　　　　　　　国
　支給率　　自己都合　 勧奨・定年　 自己都合　勧奨・定年
勤務２０年　２１．０月分　      ２７．３月分
勤務２５年　３３．５０月分　       ４１．３４月分
勤務３５年　４７．５月分　       ５９．２８月分
最高限度額　５９．２８月分　       ５９．２８月分　　　　　　  同　じ
　　　　　　　　　　　定年前早期退職特別
　　　　　　　　　　　　　　　措置（２％～２０％）
平均支給額　５,３２５千円　       ２４, ７０８千円
   （平均勤務年数）　　　 （１３年）　　　      （３５年１０月）

八　代　市
配偶者…１３, ０００円
その他の扶養親族▶２人目まで…１人
６, ０００円▶３人目から…１人５, ０００円

借家の場合…家賃の額に応じて
２７, ０００円を限度に支給
持家の場合…２, ５００円（５年間）

◆自動車などを利用する場合…距離に応じて
２, ０００円～２４, ５００円を支給◆ JRなどを利用
する場合…運賃に応じて５５, ０００円まで支給

生計費の高い地域に勤務する職員に支給
東京都特別区　１８％

感染症消毒作業等手当 日額５００円
公共土木施設災害応急作業等手当…日額５３０円
放射線取扱手当 日額２３０円
夜間看護手当（深夜全部）１回４, ０００円 等１６種

年間４．４５月分

区　分

扶養手当

住居手当

通勤手当

調整手当

特殊勤務手当

期末勤勉手当

一部異なる

同　じ

同　じ

国

その他の加算措置 制度なし
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８　その他
特別職の報酬等の状況

※平成 18 年 4 月 1 日から平成 21 年
3月 31 日まで、市長 855,000 円、副
市 長 684,000 円、 収 入 役 598,000
円、常勤監査委員 462,000 円、教育
長 598,000 円の７％減額措置を行っ
ています。

７　職員の福祉及び利益の保護の状況
(1) 職員の福祉の状況
◆職員の健康診断の実施
◆市町村共済組合・市職員互助会による事業の実施

(2) 育児休業の取得状況（平成17年度）

※育児休業（無給）は、育児にかかる子が
満 3歳になるまで取得できます。

(3) 利益の保護の状況（平成17年度）

６　職員の服務の状況
服務に関する基本原則
地方公務員には、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、全
力を挙げて職務に専念しなければならない根本基準のほか、次のよう
な義務が定められています。
　　①法令及び上司の職務上の命令に従う義務②信用失墜行為
　　の禁止③秘密を守る義務④職務に専念する義務⑤政治的行
　　為の制限⑥争議行為等の禁止⑦営利企業等の従事制限

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
(1) 勤務時間、休息・休憩時間、週休日の状況
　   ◆１日の勤務時間８時間、１週間の勤務時間４０時間

※図書館等の教育施設、市立病院、ハーモニーホール等は除きます。

(2) 休暇制度の概要

５　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成 17年度）

※分限処分…職員が一定の事由によってその職責を果たすことができ
ない場合などに、本人の意に反して不利益な処分をすることです。
※懲戒処分…職員の一定の義務違反に対して、その責任を追及して行
う不利益処分のことです。

市職員の給与と人事管理の状況

  区分　  給料（報酬）月額　期末手当
市　長　９２０, ０００円
副市長　７３６, ０００円
収入役　６４４, ０００円
常勤監査委員　４９７, ０００円
教育長　６４４, ０００円
議　長　４９７, ０００円
副議長　４５１, ０００円
議　員　４２３, ０００円

　年　間
３．３５月分

　　　　　内　容　　　　　　件数
職員の給与、勤務時間その他
勤務条件に関する措置の要求
職員に対する不利益な処分に
ついての不服申立て

０

０

　　　　　　　　  新たに育児休業の対象となった職員
　　　　　　　　　   うち取得者
男性職員　　　　４　　　　　０
女性職員　　　１８　　　　１８
　  計　　　　  ２２　　　   １８

　  休暇の種類　　　　　　付　与　要　件　  　　　　付与日数
年次有給休暇　　　職員の請求時　　　　　　　  　年 20日を限度に付与
病気休暇　　　　　職員の負傷・疾病による療養　  必要と認める期間（90日以内）
　　   骨髄提供のための休暇　骨髄液提供に際する検査・入院等　  必要と認める期間
　　   ボランティア休暇　    被災者支援、福祉施設でのボランティア活動　年 5日以内
　　結婚休暇　　　結婚式等の行事　　　　　　　   5 日以内
　　産前休暇　　　8週間（多胎妊娠 14週間）以内に出産予定　 出産日までの請求期間
　　産後休暇　　　女性職員が出産した場合　　　   8 週間
　　育児休暇　　　生後 1歳未満の子の育児　　　   1 日 2回・60分以内
　　妻の出産休暇　　   妻出産時の入院の付き添い等　   2 日以内
　　　男性の育児参加休暇　  妻の産前産後 8週の期間中の子の養育　   5 日以内
　　親族の死亡休暇　  親族の死亡　　　　　　　　     1 日～ 7日
　　夏季休暇　　　7月～ 9月期間における休暇　  3 日
　　子の看護休暇　  小学校就学前の子の看護　　　  年 5日以内
組合休暇　 　　  　許可を得て職員団体の業務に従事　年30日以内（無給）
介護休暇　 　　　  相当期間、配偶者等の介護を行う  　6カ月を超えない範囲（無給）

特
別
休
暇
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　 勤務時間　　　  休憩時間　　　   休息時間　　　 　週休日
8:30 ～ 17:15　12:15 ～ 13:00　12:00 ～ 12:15　土曜日、日曜日
　　　　　　　　　　　　　　　17:00 ～ 17:15

　　　　　　　　　処　分（事由）　　　　　　件数
分限処分　休職（心身の故障）　　　　　　　　  ５
懲戒処分　減給（全体の奉仕者たるにふさわしくない非行）　　１

問合せ
　人事課　☎３３－４１０２
　Eメールアドレス
　　jinji@city.yatsushiro.lg.jp




